
平成２５年度 福祉保健部当初予算（一般会計）要求の概要

（単位：千円）
区 分 ２５年度当初要求額 ２４年度当初予算額 増減率

事業費 81,958,753 82,764,955 △ 1.0%

Ⅰ 要求のポイント

１ 子育ての喜びを実感できる社会づくりの推進～子育て満足度日本一の実現～

【基本方針】

（１）次代を担う子どもを社会全体で支える環境の整備

（２）きめ細かな対応が必要な子どもと親への支援

（３）安心して子どもを生み育てられる保健・医療の充実

様々な事情により社会的な支援を必要とする子どもや家庭へのきめ細かな支援を行うため、施設

増減額

△ 806,202

次代を担う子どもたちが健やかに生まれ、育つ環境の整備を進めるとともに、子育て世帯の精神的・

今年８月に成立した子ども・子育て関連３法案による新たな子育て支援制度の実施に向けて取り

経済的負担の軽減などに取り組み、子育て満足度日本一の実現を目指します。

組むとともに、認定こども園相互の連携強化による教育・保育の質の向上を図ります。また、病児・

病後児保育の実施などにより、保育サービスの充実を図ります。

退所児童などに対する就労支援を強化するとともに、発達障がい児の早期相談支援体制の充実と

療育体制の整備・強化を図ります。

周産期医療、重症小児在宅医療環境の整備を進めるほか、若い世代が将来、親になることを意識

２ 高齢者の元気づくりと新たな支え合いづくり

【基本方針】

スが適切に提供される地域包括ケアシステムの構築を推進します。

（１）高齢者の生きがいづくりの推進

（２）高齢者が安心して暮らせる地域づくり

を図るとともに、在宅ケアの推進に必要な訪問看護と介護の連携に係る実態調査や先駆的事例の

普及を行います。

また、認知症の在宅ケアを強化するため、認知症疾患医療センターの充実や認知症ケア人材

の育成を行うとともに、認知症高齢者の権利擁護を推進します。

３ 障がい者が地域で暮らし働ける社会づくりの推進

【基本方針】

（１）障がい者の就労促進

推進します。

地域包括ケアシステムを構築するため、地域包括支援センターの強化に取り組む市町村の拡充

障がい者が地域で自立して暮らせる社会の実現のため、さらなるサービス提供基盤の整備を進めます。

障がい者の福祉的就労の場である事業所について、官公需や民間企業からの共同受注・生産を

「ふるさとの達人」の掘り起こし、特に子育て支援分野での登録を重点的に推進するとともに、地

域活動に意欲を持つ高齢者を対象に地域で支援を必要としている分野で活動できる実践力を育

成します。

暮らし高齢者や重度の要介護者、認知症高齢者に対し、在宅生活を送るために必要とされるサービ

する機会などを増やすとともに、不妊予防に関する知識の普及・啓発を行います。

高齢者の豊かな知識と経験を生かし、地域の担い手になるよう社会参画を促進するとともに、ひとり

周産期医療、重症小児在宅医療環境の整備を進めるほか、若い世代が将来、親になることを意識



４ 医療の充実と健康づくりの推進

【基本方針】

ります。また、全国平均を下回る「健康寿命」を伸ばし、生涯にわたり健康で自立して暮らすため、生活

習慣病対策などを実施します。

（１）安心で質の高い医療サービスの充実

（２）みんなで進める健康づくりの推進

の予防対策を推進します。

５ 危機管理の強化（防災力・防災機能の強化）

【基本方針】

（１）災害に強い県土づくりの推進

Ⅱ 事業体系（県政推進指針）

【安心・活力・発展の大分県づくりの推進】

１ 互いに助け合い、支え合う安心・安全の大分県づくり

（１）子育ての喜びを実感できる社会づくりの推進～子育て満足度日本一の実現～

介護が必要な高齢者、障がい者、乳児や妊産婦など災害時要援護者に対する支援の充実を図ります。

災害時要援護者の避難環境の整備や防災訓練への支援及び要援護者を地域で守る仕組みづくり

を促進します。

医師の地域的偏在の解消やへき地における医療の確保に加え、在宅医療推進の観点からも看護職

員等の養成・確保を図るとともに、大規模災害に備えた広域救急医療体制や災害医療体制の充実を図

訪問看護ステーションなどの小規模施設に勤務する看護職員や新人看護職員等の県内定着など

を促進します。また大規模災害発生に備えた広域救急医療体制や災害医療体制の充実を図ります。

食生活の改善や運動習慣の定着などの普及・啓発とともに、脳血管疾患・糖尿病など生活習慣病

（１）子育ての喜びを実感できる社会づくりの推進～子育て満足度日本一の実現～

①次代を担う子どもを社会全体で支える環境の整備

新 新たな子育て支援制度対応強化事業 5,804

病児・病後児保育等保育サービス推進事業 375,036

地域子育て支援拠点機能強化事業 11,189

子育て支援臨時特例対策事業 1,203,330

大分にこにこ保育支援事業 238,661

放課後子どもプラン推進事業 389,454

②きめ細かな対応が必要な子どもと親への支援

新 児童養護施設等入退所者自立支援強化事業 10,758

新 発達障がい児支援圏域拠点整備事業 10,528

要保護児童等支援体制強化事業 17,386

児童虐待防止緊急対策事業 36,451

ひとり親家庭等医療費助成事業 311,806

③安心して子どもを生み育てられる保健・医療の充実

新 不妊予防啓発事業 2,266

新 次代の親づくり推進事業 6,999

妊婦歯科健康体制整備事業 3,337

妊娠の悩み相談体制整備事業 3,887

子ども医療費助成事業 1,015,253

妊婦健康診査支援事業 289,054

不妊治療費助成事業 89,359



（２）高齢者の元気づくりと新たな支え合いづくり

①高齢者の生きがいづくりの推進

新 はつらつ高齢者地域活動チャレンジ事業 3,886

老人クラブ助成事業 39,717

豊の国ねんりんピック開催事業 8,594

②高齢者が安心して暮らせる地域づくり

新 訪問看護・介護連携強化推進事業 6,625

新 認知症在宅ケア強化事業 33,495

地域包括支援センター機能強化事業 31,787

老人福祉施設整備事業 137,862

介護保険給付費県負担金 14,700,000

（３）障がい者が地域で暮らし働ける社会づくりの推進

①障がい者が安心して暮らせる地域生活の推進

障がい者自立支援臨時特例対策事業 163,177

精神科救急医療システム整備事業 42,375

重度心身障がい者医療費給付事業 1,080,642

障がい者福祉施設整備事業 72,722

②障がい者の就労促進

新 障がい者工賃向上計画推進事業 9,574

知的障がい者通所自立支援事業 3,854

（４）医療の充実と健康づくりの推進

①安心で質の高い医療サービスの充実

地域医療再生施設設備整備事業 1,542,464

小児救急医療体制整備推進事業 90,973

ドクターヘリ運航体制整備事業 219,711

県立病院対策事業 1,548,778

国民健康保険基盤安定化事業 11,176,771

後期高齢者医療等推進事業 17,116,357

ヒブ・子宮頸がん等ワクチン接種支援事業 505,088

看護職員就業・定着促進事業 9,115

質の高い看護職員育成支援事業 79,846

おおいた医学生修学サポート事業 88,647

②みんなで進める健康づくりの推進

新 みんなで進める健康づくり推進事業 13,766

新 楽しく健康になれるまちづくり推進事業 3,000

自殺予防対策強化事業 65,287

（９）危機管理の強化（防災力・防災機能の強化）

①災害に強い県土づくりの推進

新 災害時要援護者支援対策総合推進事業 30,943

福祉避難所指定促進事業 4,529

（注）事業名前の「新」は新規事業を示す。

平成２５年度 福祉保健部当初予算(一般会計）要求に対するご意見をお寄せください。
ｅ－ｍａｉｌ：a12000@pref.oita.lg.jp（福祉保健部福祉保健企画課）



（部局名：福祉保健部） （単位：千円）

5,804
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375,036
(339,862)
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2,266

児童養護施設等入退所者
自立支援強化事業

児童養護施設等を退所した児童が、安定的な生活を維持し、職場
定着を図れるよう、入所児童に対し、社会生活能力の向上や職業観
の形成に必要な研修を実施するとともに、退所児童に対し、個別カ
ウンセリングなどによる生活・就労面のサポート体制を整備する。

こども子育て
支援課

不妊予防啓発事業

不妊原因の一つである「卵子の老化」等予防可能な不妊原因につ
いて知識の普及・啓発を行う。

健康対策課

発達障がい児支援圏域拠
点整備事業

発達障がい児に対する支援の拠点となる児童発達支援センターの
設置を推進するため、専門的な療育支援を行える人材を育成すると
ともに、必要な設備の整備を実施する施設に対し助成する。

障害福祉課

1

2

3

4

5

平成２５年度 当初予算（一般会計）要求の主な事業概要

事 業 名

平成２５年度
当初要求額

平成２４年度
当初予算額

事 業 概 要 所管課

病児・病後児保育等保育
サービス推進事業

就労形態の多様化による各種保育サービスのニーズに対応するた
め、病児・病後児保育や延長保育を実施する施設に対し、運営費等
を助成する。
【特】病児・病後児保育を新たに実施する施設に対し、開設に必要
な設備費用等を助成する。

こども子育て
支援課

新たな子育て支援制度対
応強化事業

市町村における新たな子育て支援制度への円滑な移行を促進する
ため、市町村が実施する県民や関係団体等を対象とした講演会など
の経費を助成するとともに、認定こども園を対象とした研修を実施
し、保育・教育の質の向上を図る。

こども子育て
支援課

特

特

特

特

2,266
(0)

6,999
(0)

289,054
(287,585)

3,886
(0)

31,787
(4,132)

6,625
(0)

次代の親づくり推進事業

次代の親となる若い世代のライフデザインについての意識の醸成
を図るため、大学等と連携し、仕事やお金、家庭や子育てといった
ライフデザインに関する講座等を実施する。 こども子育て

支援課

不妊予防啓発事業 健康対策課

6

8

9

10

5

7

地域包括支援センター機
能強化事業

はつらつ高齢者地域活動
チャレンジ事業

地域活動へ意欲のある高齢者の社会参加を促進するため、地域で
支援を必要としている分野で活動できる実践力をつける講座を開設
するとともに、豊かな知識や技術を持った高齢者である「ふるさと
の達人」の派遣先の拡大を図る。

高齢者福祉課

在宅ケアにおいて、住民の疾病、健康状態に応じた適切なケアを
行うため、訪問看護ステーションと介護関係者との連携による支援
体制を構築する。

高齢者が地域で自立した生活が営めるよう、医療、介護、予防等
のサービスを一体的に提供していく「地域包括ケアシステム」を推
進するため、中核的存在となる地域包括支援センターの機能強化に
取り組む市町村を支援する。

高齢者福祉課

妊婦健康診査支援事業

妊婦の健康管理の充実及び経済的負担の軽減を図るため、産婦人
科等で妊婦が行う検査を公費負担する市町村に対し助成する。

なお、現時点では国の制度が決定されていないため、現行制度に
基づいて要求する。

健康対策課

訪問看護・介護連携強化
推進事業

福祉保健企画
課

特

新

特



（部局名：福祉保健部） （単位：千円）

平成２５年度 当初予算（一般会計）要求の主な事業概要

事 業 名

平成２５年度
当初要求額

平成２４年度
当初予算額

事 業 概 要 所管課

33,495
(0)

9,574
(0)

9,115
(4,064)

1,542,464
(1,666,405)

219,711

12
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15
ドクターヘリ運航体制整

11

障がい者工賃向上計画推
進事業

障がい者の福祉的就労における工賃を向上するため、各事業所に
対する営業力向上研修やアドバイザー派遣などを実施するとともに
大量受注や新規受注に対応できる共同受注を推進する。

障害福祉課

医療政策課

認知症在宅ケア強化事業

在宅や地域での認知症疾患対策の充実を図るため、認知症疾患医
療センターの体制強化を図るとともに、一般病院に勤務する医師・
看護師等へ職種ごとに必要とする知識を習得するための研修を実施
する。

高齢者福祉課

医療政策課

医療政策課

看護職員の確保を図るため、新規学卒者の県内就業や潜在看護職
員の再就業を促進する。
【特】小規模施設に勤務する看護職員の職場内における研修を充実
する。

地域の医療提供体制を確保するため、地域医療再生基金を活用し
医療機関が行う施設整備等に対し助成する。

【新】広域大規模災害医療体制整備

広域救急医療体制の強化を図るため、救急医療用ヘリコプターの
運航を行う大分大学医学部附属病院に対し運航経費等を助成する。

看護職員就業・定着促進
事業

地域医療再生施設設備整
備事業

特

新

219,711
(247,034)

1,548,778
(1,650,528)

505,088
(551,238)

13,766
(0)

3,000
(0)

30,943
(0)

※ 新 は「新規事業」、 特 は「おおいたプラン加速枠事業」、地 は「地域課題対応枠事業」

18

19

20

15

16

ドクターヘリ運航体制整
備事業

災害時要援護者支援対策
総合推進事業

17
ヒブ・子宮頸がん等ワク
チン接種支援事業

健康対策課

乳幼児の細菌性髄膜炎や肺炎、成人後の子宮頸がんを予防するた
め、ワクチンの接種費用を負担する市町村に対し助成する。

なお、現時点では国の制度が決定されていないため、現行制度に
基づいて要求する。

健康対策課

医療政策課

自立して健康で暮らすことができる期間である「健康寿命」の延
伸を図るため、要介護状態や長期療養生活につながる脳血管疾患な
どの生活習慣病対策として、減塩と運動習慣の定着等を推進する。

健康対策課

楽しく健康になれるまち
づくり推進事業

楽しく健康になれるまちづくりを推進することで、健康寿命の延
伸を図るため、産学官が連携し、効率的な健康行動への参加の仕組
みづくりに向け、豊後高田市の先進的な取組を地域課題として助成
する。

みんなで進める健康づく
り推進事業

災害時要援護者の支援体制を構築するため、地域における要援護
者を主体とした避難訓練等の実施を促進するとともに、社会福祉施
設の地域との協働に向けた取組を支援する。

大規模災害に備え、要援護者の避難生活を支援する備蓄物資を拡
充する。

地域福祉推進
室

質の高い医療を県民に提供するため、県立病院の高度・専門・特
殊医療の運営や施設・設備の建設改良に要する経費に対し負担金を
交付する。

医療政策課県立病院対策事業

地

特

特



（部局名：福祉保健部） （単位：千円）
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健康対策課
メタボリックシンドロー
ム対策事業

・事業内容を見直し「生涯健康県おおいた２１推進事業」に組み
入れて要求

3,047

高齢者福祉課
介護保険財政安定化対策
事業

・介護保険法の改正による平成２４年度限りの特例事業のため廃
止

1,950,000

こども子育て
支援課

緊急雇用保育士・幼稚園
教諭就労意向調査事業

・平成２４年度の単年度事業として実施
・就労意向調査の終了に伴い廃止

3,441

高齢者福祉課
高齢者いきいき実践活動
支援事業

・平成２２～２４年度の３か年事業として実施
・事業内容を見直し「はつらつ高齢者地域活動チャレンジ事業」
として要求

4,139

高齢者福祉課
緊急雇用介護プログラム
推進事業

・平成２２～２４年度の３か年事業として実施
・国の経済対策により造成された基金事業の終了に伴い廃止

48,406

こども子育て
支援課

市町村児童環境づくり基
盤整備事業

・民間児童館に関する事業が市町村に移管されたため廃止
・病児・病後児保育、延長保育事業については、「病児･病後児保
育等保育サービス推進事業」として要求

18,439

高齢者福祉課
ひとり暮らし高齢者安心
ネットワーク構築事業

・平成２３～２４年度の２か年事業として実施
・国の経済対策により造成された基金事業の終了に伴い廃止

36,568

高齢者福祉課
たん吸引等施術者養成事
業

・平成２３～２４年度の２か年事業として実施
・国の経済対策により造成された基金事業の終了に伴い廃止

39,084

障害福祉課
障がい者就労工賃倍増計
画推進事業

・平成２１～２４年度の４か年事業として実施。
・事業を見直し「障がい者工賃向上計画推進事業」として要求

12,762

薬務室
薬局在宅医療提供体制整
備事業

・平成２４年度の単年度事業として実施
・薬局の在宅医療に対応できる体制が推進されたため廃止

20,805

2,697

地域福祉推進
室

高齢者等地域支え合い体
制づくり支援事業

・平成２３～２４年度の２か年事業として実施
・国の経済対策により造成された基金事業の終了に伴い廃止

96,239

地域福祉推進
室

地域の福祉力再生事業

・平成２２～２４年度の３ヶ年事業として実施
・モデル地域での支え合い体制が整備され、普及に移行するため
廃止

3,397

平成２５年度 当初予算（一般会計）要求における廃止事業

所管課 事 業 名 廃 止 理 由
２４年度

当初予算額

福祉保健企画
課

保健所機能強化推進事業

・平成２０～２４年度の５か年事業として実施
・脳卒中在宅ケアについて、当面の体制が整備されたため廃止


